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町内建設工事事業者 様 
 

扶桑町長 江 戸  滿  
 
 

平成 26 年度に改正された担い手三法(品確法・入札契約適正化法・建設業法) 

に伴う調達事務の変更について 

 
 このことについて、平成 27 年 4 月 1 日より下記のとおり変更になりますのでご承知おき

ください。 
 
 
記 
 

１．入札金額の内訳書の取扱いについて 
 建設業法の改正を受けた、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律

(入札契約適正化法)の改正により、公共工事の入札に係る申込み(随意契約にかかる

見積を含みます。)の際に、その金額にかかわらず、入札金額の内訳を記載した書類

を提出するものとされました。内訳書の不備(内訳書の提出者名の誤記、工事件名の

誤記、入札金額と内訳書の総額の相違等)がある場合には、原則として当該内訳書を

提出した者の入札が無効になります。入札の際には、よく確認していただき間違い

の無いよう入札してください。 
a) 公共工事すべての入札(随意契約含)で内訳書提出が必要 
b) 入札書封筒に同封して提出ください。 

 
２．施工体制台帳の提出義務拡大について 

建設業法の改正を受けた、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律

(入札契約適正化法)の改正により、公共工事における施工体制台帳の作成及び提出

の範囲が拡大されます。 
また、省令により建設業法施行規則が改正され、施工体制台帳の記載事項に外国

人技能実習生及び外国人建設就労者の従事の状況が追加されます。 
これらの改正は、いずれも平成 27年 4月 1日より施行されます。 



a) 施工体制台帳の作成提出(記載内容も一部変更あり) 
施工体制台帳の提出は、下請負届と一緒に監督員へ提出してください。 

b) 下請負人への通知(工事現場における掲示義務) 
c) 建設工事以外の工事(契約の名称が業務など工事以外のものを含む。)で構造物

の完成を主要な目的としない工事(※)は該当しません。 

※草刈及び導水路の清掃等の現場責任者対象工事(ただし、500 万円未満であっても建設工事(土

木工事、建築工事等)は施工体制台帳提出の対象です。) 
 

下請負契約をした 

           すべての建設工事 
            で施工体制台帳の提出が必要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※施工体制台帳の作成方法については、中部地方整備局のホームページの法令遵

守ページにわかりやすい記載例が掲載されたパンフレット(平成 27 年 3 月 11 日現

在改正前の記載例)がダウンロードできますので参考にしてください。 
 中部地方整備局ＨＰ＜http://www.cbr.mlit.go.jp/kensei/index.html＞ 
法令遵守ページ＜http://www.cbr.mlit.go.jp/kensei/info/qa/qa.htm＞ 
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